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�愛媛県告示第１２５号
救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）第１条第１

項の規定による救急病院から、次のとおり開設者名の変更の届出が

あった。

平成２２年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２６号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成２２年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

発 行 愛 媛 県
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及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。

告 示

名 称 所 在 地
開 設 者 名

変 更 前 変 更 後

瀬戸内海病院 今治市北宝来町二丁目４
番地９

医療法人生きる
会

社会医療法人生
きる会

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０３００２９７ 株式会社ケアセンター
わかば

宇和島市保田甲９０９番
地 中 川 満 夫 居宅介護 ケアセンターわかば 宇和島市保田甲９０９番

地
平成２１年
１２月１日

３８１０３００２９７ 株式会社ケアセンター
わかば

宇和島市保田甲９０９番
地 中 川 満 夫 重度訪問介護 ケアセンターわかば 宇和島市保田甲９０９番

地
平成２１年
１２月１日

３８２０２００３４７ 社会福祉法人来島会 今治市北宝来町２－２
－１２ 越 智 一 博 共同生活援助 フレンドシップホーム

�
今治市衣干町二丁目１
番２８号衣干ハイランド
２Ｆ

平成２１年
１２月１日

３８１０１０１４９７ 特定非営利活動法人え
がおの会

松山市南久米町７３番地
２ 澤 田 真 生 居宅介護 ヘルパーステーション

えがお
松山市南久米町７３番地
２

平成２２年
１月１日

毎週（火・金）曜日発行 第２１３８号 平成２２年２月５日

平成２２年２月５日金曜日 第２１３８号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第１２７号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり指定障害福祉サー

ビス事業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成２２年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２８号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第３２条第１項の規定により、次のとおり指定相談支援事業者を指定した。

平成２２年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２２年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ＺＹ高岡店 松山市高岡町４３２－
１ 大規模小売店舗の名称 ヴェスタ高岡 ＺＹ高岡店 平成２１年

８月８日
平成２２年
１月２２日

３８１０１０１４９７ 特定非営利活動法人え
がおの会

松山市南久米町７３番地
２ 澤 田 真 生 重度訪問介護 ヘルパーステーション

えがお
松山市南久米町７３番地
２

平成２２年
１月１日

３８１０３００３０５ 株式会社サンプロジェ
クト

宇和島市中沢町一丁目
１番４７号 赤 松 みどり 居宅介護 さくら・介護ステーシ

ョン明倫
宇和島市中沢町一丁目
１番５１号

平成２２年
１月１日

３８１０３００３０５ 株式会社サンプロジェ
クト

宇和島市中沢町一丁目
１番４７号 赤 松 みどり 重度訪問介護 さくら・介護ステーシ

ョン明倫
宇和島市中沢町一丁目
１番５１号

平成２２年
１月１日

３８１０５００２３５ 株式会社正枝 新居浜市庄内町六丁目
６番１２号 前 田 正 枝 居宅介護 居宅介護事業所小鳥の

ゆめ
新居浜市庄内町六丁目
６番１２号

平成２２年
１月２０日

３８１０５００２３５ 株式会社正枝 新居浜市庄内町六丁目
６番１２号 前 田 正 枝 重度訪問介護 居宅介護事業所小鳥の

ゆめ
新居浜市庄内町六丁目
６番１２号

平成２２年
１月２０日

事業者番号

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者
指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日氏名又は名称 主たる事務所

の 所 在 地 代表者の氏名 名 称
所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８２０２０００２４ 社会福祉法人今治
福祉施設協会

今治市南宝来町１
丁目９番８号今治
市総合福祉センタ
ー

本 宮 健次郎 共同生活介護 ケアホームうずし
お

今治市国分３－８
－３３

今治市山口甲５－
２

平成２１年
１２月１日

３８２０２０００２４ 社会福祉法人今治
福祉施設協会

今治市南宝来町１
丁目９番８号今治
市総合福祉センタ
ー

本 宮 健次郎 共同生活援助 グループホームう
ずしお

今治市国分３－８
－３３

今治市山口甲５－
２

平成２１年
１２月１日

３８２０２０００３２ 社会福祉法人来島
会

今治市北宝来町２
－２－１２ 越 智 一 博 共同生活援助 フレンドシップホ

ーム�
今治市宮ヶ崎甲７１
３番地７

今治市唐子台西１
－９－１３

平成２１年
１２月１日

３８１０１００７２１
特定非営利活動法
人自立生活センタ
ー松山

松山市萱町二丁目
８番２号山田ビル
１階Ａ、Ｂ

中 村 久 光 居宅介護
特定非営利活動法
人自立生活センタ
ー松山

松山市小坂１丁目
１番１０号越智ビル
１階東

松山市萱町二丁目
８番２号山田ビル
１階Ａ、Ｂ

平成２１年
１２月１４日

３８１０１００７２１
特定非営利活動法
人自立生活センタ
ー松山

松山市萱町二丁目
８番２号山田ビル
１階Ａ、Ｂ

中 村 久 光 重度訪問介護
特定非営利活動法
人自立生活センタ
ー松山

松山市小坂１丁目
１番１０号越智ビル
１階東

松山市萱町二丁目
８番２号山田ビル
１階Ａ、Ｂ

平成２１年
１２月１４日

事業者番号
指 定 相 談 支 援 事 業 者 指 定 相 談 支 援 事 業 所

指 定
年 月 日

名 称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８３１５００２０６ 有限会社さくら 東温市北方３０５１番地２ 櫻 田 直 也 相談支援事業所さくら 東温市北方３０５１番地２ 平成２２年
１月１日

愛 媛 県 報平成２２年２月５日 第２１３８号
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�愛媛県告示第１３１号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成２２年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１３２号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林

法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

平成２２年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

西予市城川町魚成６５５６の１０、６５５６の１２

２ 保安林として指定された目的

水源のかん養

３ 解除の理由

水道事業用地とするため

�������
�愛媛県告示第１３３号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１３０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２２年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ＺＹ北条店 松山市北条辻２２５－
３ 大規模小売店舗の名称 パルティ・フジ北条 ＺＹ北条店 平成２１年

１０月３１日
平成２２年
１月２２日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成２５
年２月
２１日

愛媛県
第１２５６
号

混合有
機質肥
料

神協混
合有機
質肥料
ＡＧＢ
１号

窒素全
量２．０
りん酸
全量
６．０

加里全
量２．０

含有を
許され
る有害
成分の
最大量
及びそ
の他の
制限事
項は、
公定規
格のと
おり

神協産業株式会
社
山口県熊毛郡田
布施町大字波野
９６２番地の１

愛 媛 県 報平成２２年２月５日 第２１３８号
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平成２２年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 保安林予定森林の所在場所

南宇和郡愛南町緑丙３３９

２ 指定の目的

水源のかん養

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び愛南

町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第１３４号
愛媛県造林事業補助金交付規程（昭和６２年１１月愛媛県告示第１３８３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、平成２１年度の補

助金から適用する。ただし、改正前の愛媛県造林事業補助金交付規程の規定により補助金の交付を受けた者については、なお従前の例によ

る。

平成２２年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（補助対象事業の種類）

第２条 省略

２ 育成林整備事業の事業の規模は、１施行地の面積が０．１ヘクタ

ール以上とする。ただし、育成単層林整備のうち整理伐、単層林

改良及び保育（天然更新型）並びに育成複層林整備以外のものに

あつては、１施行地の面積が０．１ヘクタール以上で、かつ、１事

業主体（第４条に規定する事業主体をいう。以下この項及び第４

項において同じ。）による施行地の面積の合計が４ヘクタール以

上（育成林整備事業で、生産森林組合が事業主体であるものにあ

つては３ヘクタール以上、森林施業計画の認定を受けた者、市町

と森林整備に関する協定を締結した森林所有者（森林法（昭和２６

年法律第２４９号）第２条第２項に規定する森林所有者をいう。以

下同じ。）又は森林法施行令（昭和２６年政令第２７６号）第１１条第

７号に掲げる特定非営利活動法人等（施業実施協定の認可（森林

法第１０条の１１の８第２項に規定する施業実施協定に係るものに限

る。）を受けた森林法第１０条の１１の８第２項に規定する特定非営

利活動法人等をいう。以下「森林法施行令第１１条第７号に掲げる

特定非営利活動法人等」という。）が事業主体であるものにあつ

ては０．５ヘクタール以上（

森林の間伐等

の実施の促進に関する特別措置法（平成２０年法律第３２号）第４条

第１項に規定する特定間伐等促進計画（以下「特定間伐等促進計

画」という。）に基づき間伐等を実施する場合にあつては、０．１

ヘクタール以上）、特定間伐等促進計画に基づき間伐等を実施す

る者（５戸以上の森林所有者から間伐等を受託し、又は１０ヘクタ

ール以上の間伐等を受託して実施する者に限る。以下「特定間伐

等促進計画に基づき間伐等を実施する者」という。）が事業主体

であるものにあつては０．１ヘクタール以上）とする。

３ 省略

４ 機能回復整備事業は、保全松林緊急保護整備事業及び特定森林

造成事業にあつては１施行地の面積が０．１ヘクタール以上、被害

地等森林整備事業にあつては１施行地の面積が０．１ヘクタール以

（補助対象事業の種類）

第２条 省略

２ 育成林整備事業の事業の規模は、１施行地の面積が０．１ヘクタ

ール以上とする。ただし、育成単層林整備のうち整理伐、単層林

改良及び保育（天然更新型）並びに育成複層林整備以外のものに

あつては、１施行地の面積が０．１ヘクタール以上で、かつ、１事

業主体（第５条に規定する事業主体をいう。以下この項及び第４

項において同じ。）による施行地の面積の合計が４ヘクタール以

上（育成林整備事業で、生産森林組合が事業主体であるものにあ

つては３ヘクタール以上、森林施業計画の認定を受けた者、市町

と森林整備に関する協定を締結した森林所有者（森林法（昭和２６

年法律第２４９号）第２条第２項に規定する森林所有者をいう。以

下同じ。）、森林法施行令 （昭和２６年政令第２７６号）第１１条第

７号に掲げる特定非営利活動法人等（施業実施協定の認可（森林

法第１０条の１１の８第２項に規定する施業実施協定に係るものに限

る。）を受けた森林法第１０条の１１の８第２項に規定する特定非営

利活動法人等をいう。以下「森林法施行令第１１条第７号に掲げる

特定非営利活動法人等」という。）（森林法施行令第１１条第７号

に掲げる特定非営利活動法人等にあつては、森林法施行令第１１条

第７号に掲げる特定非営利活動法人等が育成林整備事業の流域育

成林整備事業の事業主体となる場合に限る。）又は森林の間伐等

の実施の促進に関する特別措置法（平成２０年法律第３２号）第４条

第１項に規定する特定間伐等促進計画

に基づき間伐等を実施す

る者（５戸以上の森林所有者から間伐等を受託し、又は１０ヘクタ

ール以上の間伐等を受託して実施する者に限る。以下「特定間伐

等促進計画に基づき間伐等を実施する者」という。）が事業主体

であるものにあつては０．５ヘクタール以上）とする。

３ 省略

４ 機能回復整備事業は、保全松林緊急保護整備事業及び特定森林

造成事業にあつては１施行地の面積が０．１ヘクタール以上、被害

地等森林整備事業にあつては１施行地の面積が０．１ヘクタール以

愛 媛 県 報平成２２年２月５日 第２１３８号
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上で、かつ、１事業主体による施行地の面積の合計が０．５ヘクタ

ール以上（特定間伐等促進計画に基づき間伐等を実施する場合に

あつては、０．１ヘクタール以上）の森林で行うものとする。

５～７ 省略

（事業主体）

第４条 事業主体（造林事業を自ら又は委託を受けて実施するもの

をいう。以下同じ。）は、次に掲げるものとする。

�～� 省略

� 絆の森整備事業の野生生物共生林整備にあつては、次に掲げ

るもの。ただし、用地等取得にあつては、アに掲げるものに限

る。

ア～ケ 省略

�～� 省略

（補助金の交付申請）

第５条 補助金の交付を受けようとする事業主体又は事業主体に造

林事業を委託したもの（以下「事業主体等」という。）は、事業

完了後造林事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書

類を添えて知事に提出しなければならない。

�～� 省略

� 育成単層林作業道、育成複層林作業道、機能増進保育作業

道、作業道（主に四輪自動車等が通行可能な簡易な施設をい

う。）及び作業路（主に高性能林業機械等の林業用機械が通行

可能な簡易な施設をいう。）（以下「作業道等」という。）の

開設にあつては、造林作業道等出来高設計書（様式第５号）及

び完成写真

�～� 省略

	 事業主体が森林所有者である場合であつて、公的森林整備推

進事業、流域育成林整備事業、保全松林緊急保護整備事業、特

定森林造成事業及び被害地等森林整備事業における除間伐を地

域の標準的な施業における林分の密度をおおむね５割上回る森

林又は立木の収量比数がおおむね１００分の９５以上の森林におい

て林分の齢級にかかわらず実施した場合にあつては、当該除間

伐後おおむね１０年間は皆伐を行わないことを約する書類


 省略

２ 事業主体等が、県単独造林事業の補助金の交付申請をしようと

する場合において、前項第１号及び第４号から第１５号までに掲げ

る書類のうち、既に被害地等森林整備事業の補助金の交付申請の

ときに添付しているものがあるときは、当該書類については、同

項の規定にかかわらず、これを添付する必要がない。

３・４ 省略

第６条 省略

第７条 省略

（補助金の交付条件）

上で、かつ、１事業主体による施行地の面積の合計が０．５ヘクタ

ール以上

の森林で行うものとする。

５～７ 省略

（認定造林事業）

第４条 被害地等森林整備事業のうち、次に掲げる事業を実施しよ

うとするものは、事業実施計画につき別に定めるところにより知

事の認定を受けなければならない。

� 育成単層林作業道、育成複層林作業道、機能増進保育作業

道、作業道（主に四輪自動車等が通行可能な簡易な施設をい

う。）及び作業路（主に高性能林業機械等の林業用機械が通行

可能な簡易な施設をいう。）（以下「作業道等」という。）の

開設及び改良

� その他知事が特に必要と認める事業

（事業主体）

第５条 事業主体（造林事業を自ら又は委託を受けて実施するもの

をいう。以下同じ。）は、次に掲げるものとする。

�～� 省略

� 絆の森整備事業の野生生物共生整備 にあつては、次に掲げ

るもの。ただし、用地等取得にあつては、アに掲げるものに限

る。

ア～ケ 省略

�～� 省略

（補助金の交付申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする事業主体又は事業主体に造

林事業を委託したもの（以下「事業主体等」という。）は、事業

完了後造林事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書

類を添えて知事に提出しなければならない。

�～� 省略

� 作業道等

の

開設にあつては、造林作業道等出来高設計書（様式第５号）及

び完成写真

�～� 省略

	 省略

２ 事業主体等が、県単独造林事業の補助金の交付申請をしようと

する場合において、前項第１号及び第４号から第１４号までに掲げ

る書類のうち、既に被害地等森林整備事業の補助金の交付申請の

ときに添付しているものがあるときは、当該書類については、同

項の規定にかかわらず、これを添付する必要がない。

３・４ 省略

第７条 省略

第８条 省略

（補助金の交付条件）
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第８条 補助金の交付を受けたもの（第５条第３項の規定により委

任を受けた森林組合長又は市町長を含む。第３項において同

じ。）は、補助金の交付を受けた事業（以下「造林補助事業」と

いう。）の収支を明らかにした書類を整備し、当該補助金を受け

た年度経過後５年間保存しなければならない。

２・３ 省略

４ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該当する

ときは、当該各号に定める補助金相当額を返還しなければならな

い。

�・� 省略

� 育成単層林作業道等の開設又は改良に係る造林補助事業につ

いて、補助対象となる必要規模以上の事業を実施しないとき

（天災等不可抗力によるものとして知事が認めたときを除

く。） 当該育成単層林作業道等につき交付を受けた補助金相

当額（森林施業計画又は特定間伐等促進計画に基づき必要な施

業を行う場合において、施業の実施時期にかかわらず一括して

整備された作業道等の開設に係る造林について補助対象となる

事業規模以上実施しない路線区間があるとき（天災等不可抗力

によるものとして知事が認めたときを除く。）にあつては、交

付を受けた補助金のうち当該路線区間の補助金相当額）

�・� 省略

� 公的森林整備推進事業及び流域育成林整備事業における誘導

伐を行つた場合で、当該林地につき、長期育成循環施業の実施

について（平成１３年３月３０日付け１２林整整第７１８号林野庁長官

通知）に基づき締結された長期育成循環施業協定又は重点実施

地域において森林所有者が市町に同意書を提出している場合に

あつては事業計画の内容に違反して、予定した樹下植栽又は長

期育成循環改良を行わないとき（確実に更新が図られると知事

が認めたときを除く。）及び立木の材積が長期育成循環施業協

定又は事業計画に定める維持すべき立木の材積を下回ることと

なるとき 当該交付を受けた誘導伐に係る補助金相当額

� 省略

５・６ 省略

第９条 省略

別表第１（第３条関係）

育成林整備事業

第９条 補助金の交付を受けたもの（第６条第３項の規定により委

任を受けた森林組合長又は市町長を含む。第３項において同

じ。）は、補助金の交付を受けた事業（以下「造林補助事業」と

いう。）の収支を明らかにした書類を整備し、当該補助金を受け

た年度経過後５年間保存しなければならない。

２・３ 省略

４ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該当する

ときは、当該各号に定める補助金相当額を返還しなければならな

い。

�・� 省略

� 育成単層林作業道等の開設又は改良に係る造林補助事業につ

いて、補助対象となる必要規模以上の事業を実施しないとき

（天災等不可抗力によるものとして知事が認めたときを除

く。） 当該育成単層林作業道等につき交付を受けた補助金相

当額（森林施業計画 に基づき必要な施

業を行う場合において、施業の実施時期にかかわらず一括して

整備された作業道 の開設に係る造林について補助対象となる

事業規模以上実施しない路線区間があるとき（天災等不可抗力

によるものとして知事が認めたときを除く。）にあつては、交

付を受けた補助金のうち当該路線区間の補助金相当額）

�・� 省略

� 公的森林整備推進事業及び流域育成林整備事業における誘導

伐を行つた場合で、当該林地につき、長期育成循環施業の実施

について（平成１３年３月３０日付け１２林整整第７１８号林野庁長官

通知）に基づき締結された長期育成循環施業協定又は重点推進

地域において森林所有者が市町に同意書を提出している場合に

あつては事業計画の内容に違反して、予定した樹下植栽又は長

期育成循環改良を行わないとき（確実に更新が図られると知事

が認めたときを除く。）及び立木の材積が長期育成循環施業協

定又は事業計画に定める維持すべき立木の材積を下回ることと

なるとき 当該交付を受けた誘導伐に係る補助金相当額

� 省略

５・６ 省略

第１０条 省略

別表第１（第３条関係）

育成林整備事業

区 分 補 助 基 準 補助

率

区 分 補 助 基 準 補助

率大

区

分

中区分 小区分 経費の内訳 対象となる林分

の齢級

大

区

分

中区分 小区分 経費の内訳 対象となる林分

の齢級

１

育

成

単

層

林

整

備

�～� 省略 １

育

成

単

層

林

整

備

�～� 省略

� 保

育（植

栽型）

ア・イ

省略

� 保

育（植

栽型）

ア・イ

省略

ウ 倒

木起

こし

林木の健全な成

長の促進を目的

として人工林で

行う火災、気象

災 、 病 害 虫 等

（以下「気象災

等」という。）

による倒伏木の

倒木起こし（ア

�齢級以下 省略 ウ 倒

木起

こし

林木の健全な成

長の促進を目的

として人工林で

行う火災、気象

災 、 病 害 虫 等

（以下「気象災

等」という。）

による倒伏木の

倒木起こし（ア

同上 省略
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の下刈又はエの

除間伐と同一の

施行地で行うも

のに限る。）に

要する経費及び

諸掛費

の下刈又はエの

除間伐と同一の

施行地で行うも

のに限る。）に

要する経費及び

諸掛費

エ 除

間伐

林木の健全な成

長の促進を目的

として人工林で

行う不用木の除
とう

去、不良木の淘
た

汰、不用木又は

不良木の搬出集

積並びに作業道

等の開設及び改

良に要する経費

並びに諸掛費

�齢級以上�齢

級以下（広葉樹

にあつては、�

齢級以上�齢級

以 下 ） 。 た だ

し、別に定める

地域の標準的な

施業における林

分の密度をおお

むね５割上回る

森林又は立木の

収量比数がおお

むね１００分の９５

以上の森林につ

いては、この限

りでない。

省略 エ 除

間伐

林木の健全な成

長の促進を目的

として人工林で

行う不用木の除
とう

去、不良木の淘
た

汰、不用木又は

不良木の搬出集

積並びに作業道

等の開設及び改

良に要する経費

並びに諸掛費

�齢級以上�齢

級以下（広葉樹

にあつては、�

齢級以上�齢級

以 下 ）

省略

オ 特

定高

齢級

間伐

林木の健全な成

長の促進を目的

として人工林で

１施行地につき

１回限り行う不
とう た

良木の淘汰並び

に当該不良木の
とう た

淘汰に必要な機

材及び労務を搬

入するための作

業道等の開設及

び改良に要する

経費並びに諸掛

費

省略 オ 特

定高

齢級

間伐

林木の健全な成

長の促進を目的

として人工林で

１施行地につき

１回限り行う不
とう た

良木の淘汰、不

用木又は不良木

の搬出集積並び

に

作

業道等の開設及

び改良に要する

経費並びに諸掛

費

省略

カ・キ

省略

カ・キ

省略

� 保

育（天

然更

新型）

ア・イ

省略

� 保

育（天

然更

新型）

ア・イ

省略

ウ 除

間伐

林木の健全な成

長の促進を目的

として、原則と

して地表かき起

こし等により発

生した林木又は

植栽木等につい

て行う不用木の

除去、不良木の
とう た

淘汰、不用木又

は不良木の搬出

集積並びに作業

�齢級以下（広

葉 樹 に あ つ て

は 、 � 齢 級 以

下）。ただし、

別に定める地域

の標準的な施業

における林分の

密度をおおむね

５割上回る森林

又は立木の収量

比数がおおむね

１００分の９５以上

省略 ウ 除

間伐

林木の健全な成

長の促進を目的

として、原則と

して地表かき起

こし等により発

生した林木又は

植栽木等につい

て行う不用木の

除去、不良木の
とう た

淘汰、不用木又

は不良木の搬出

集積並びに作業

�齢級以下（広

葉 樹 に あ つ て

は 、 � 齢 級 以

下）

省略
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道等の開設及び

改良に要する経

費並びに諸掛費

の森林について

は、この限りで

ない。

道等の開設及び

改良に要する経

費並びに諸掛費

エ 特

定高

齢級

間伐

林木の健全な成

長の促進を目的

として人工林で

１施行地につき

１回限り行う不
とう た

良木の淘汰並び

に当該不良木の
とう た

淘汰に必要な機

材及び労務を搬

入するための作

業道等の開設及

び改良に要する

経費並びに諸掛

費

省略 エ 特

定高

齢級

間伐

林木の健全な成

長の促進を目的

として人工林で

１施行地につき

１回限り行う不
とう た

良木の淘汰、不

用木又は不良木

の搬出集積並び

に

作

業道等の開設及

び改良に要する

経費並びに諸掛

費

省略

� 省略 � 省略

２

育

成

複

層

林

整

備

�～� 省略 ２

育

成

複

層

林

整

備

�～� 省略

� 保

育（植

栽型）

ア・イ

省略

� 保

育（植

栽型）

ア・イ

省略

ウ 倒

木起

こし

下層木の健全な

成長の促進を目

的として行う気

象災等による倒

伏木の倒木起こ

し（アの下刈又

はエの除間伐と

同一の施行地で

行 う も の に 限

る。）に要する

経費及び諸掛費

下層木が�齢級

以下

省略 ウ 倒

木起

こし

下層木の健全な

成長の促進を目

的として行う気

象災等による倒

伏木の倒木起こ

し（アの下刈又

はエの除間伐と

同一の施行地で

行 う も の に 限

る。）に要する

経費及び諸掛費

同上 省略

エ 除

間伐

下層木の健全な

成長の促進を目

的として行う不

用木の除去、不
とう た

良木の淘汰、不

用木又は不良木

の搬出集積並び

に作業道等の開

設及び改良に要

する経費並びに

諸掛費

下層木が�齢級

以上�齢級以下

（広葉樹を主体

とする場合にあ

つては、�齢級

以 上 � 齢 級 以

下）。ただし、

別に定める地域

の標準的な施業

における林分の

密度をおおむね

５割上回る森林

又は立木の収量

比数がおおむね

１００分の９５以上

の森林について

は、この限りで

ない。

省略 エ 除

間伐

下層木の健全な

成長の促進を目

的として行う不

用木の除去、不
とう た

良木の淘汰、不

用木又は不良木

の搬出集積並び

に作業道等の開

設及び改良に要

する経費並びに

諸掛費

下層木が�齢級

以上�齢級以下

（広葉樹を主体

とする場合にあ

つては、�齢級

以 上 � 齢 級 以

下とし、�齢級

の下層木（広葉

樹を主体とする

場合を除く。）

については、森

林法第５条に規

定する地域森林

計画（以下「地

域森林計画」と

いう。）におい

て、水源かん養

機能、山地災害

防止機能又は生

省略
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活環境保全機能

を高度に発揮す

べきものと定め

られている森林

に存するものに

限る。）

� 保

育（天

然更

新型）

ア・イ

省略

� 保

育（天

然更

新型）

ア・イ

省略

ウ 除

間伐

１�ウに同じ。 下層木が�齢級

以下（広葉樹林

については、�

齢級以下）。た

だし、別に定め

る地域の標準的

な施業における

林分の密度をお

おむね５割上回

る森林又は立木

の収量比数がお

おむね１００分の

９５以上の森林に

ついては、この

限りでない。

省略 ウ 除

間伐

１�ウに同じ。 下層木が�齢級

以下（広葉樹林

については、�

齢級以下）

省略

� 省略 � 省略

３

・

４

省

略

３

・

４

省

略

５

長

期

育

成

循

環

整

備

�～� 省略 ５

長

期

育

成

循

環

整

備

�～� 省略

� 保

育（植

栽型）

ア 下

刈

２	アに同じ。 下層木が
齢級

以下

省略 � 保

育（植

栽型）

ア 下

刈

２	アに同じ。 ２	アに同じ。 省略

イ 雪

起こ

し

２	イに同じ。 同上 省略 イ 雪

起こ

し

２	イに同じ。 ２	イに同じ。 省略

ウ・エ

省略

ウ・エ

省略

�・	 省略 �・	 省略

６

省

略

６

省

略

備考

１ 省略

２ 機能増進保育は、次の要件を満たす森林において実施

するものとする。

� 森林法第５条に規定する地域森林計画において水源

かん養機能、山地災害防止機能、生活環境保全機能又

備考

１ 省略

２ 機能増進保育は、次の要件を満たす森林において実施

するものとする。

� 地域森林計画 において水源

かん養機能、山地災害防止機能、生活環境保全機能又
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は保健文化機能のいずれかが高い森林とされており、

かつ、森林施業計画等において長伐期施業を実施する

ことが明記されている森林であること。

� 省略

３ 作業道等の開設については、森林施業計画又は特定間

伐等促進計画に基づき必要な施業を行う場合に限り、施

業の実施時期にかかわらず一括して整備することができ

る。

は保健文化機能のいずれかが高い森林とされており、

かつ、森林施業計画等において長伐期施業を実施する

ことが明記されている森林であること。

� 省略

３ 作業道等の開設については、森林施業計画

に基づき必要な施業を行う場合に限り、施

業の実施時期にかかわらず一括して整備することができ

る。

別表第２（第３条関係）

共生環境整備事業

１ 絆の森整備事業

別表第２（第３条関係）

共生環境整備事業

１ 絆の森整備事業

省略 省略

備考

１～３ 省略

４ 作業道等の開設については、森林施業計画又は特定間

伐等促進計画に基づき必要な施業を行う場合に限り、施

業の実施時期にかかわらず一括して整備することができ

る。

備考

１～３ 省略

４ 作業道 の開設については、森林施業計画

に基づき必要な施業を行う場合に限り、施

業の実施時期にかかわらず一括して整備することができ

る。

別表第３（第３条関係）

機能回復整備事業

１ 保全松林緊急保護整備事業

� 保全松林健全化整備

別表第３（第３条関係）

機能回復整備事業

１ 保全松林緊急保護整備事業

� 保全松林健全化整備

区 分 補 助 基 準 補助

率

区 分 補 助 基 準 補助

率大

区

分

中区分 小区分 経費の内訳 対象となる林分

の齢級

大

区

分

中区分 小区分 経費の内訳 対象となる林分

の齢級

１

衛

生

伐

� 不用木等の

除去及び処理

松くい虫の繁殖

源を除去し、松

林の健全な育成

及び保全を図る

ことを目的とし

て行う被害木を

含む不用木又は

不良木の伐倒、

伐倒木の搬出集

積、破砕、焼却

及び薬剤処理並

びに作業道等の

開設及び改良に

要する経費並び

に諸掛費

省略 １

衛

生

伐

� 不用木等の

除去及び処理

松くい虫の繁殖

源を除去し、松

林の健全な育成

及び保全を図る

ことを目的とし

て行う被害木を

含む不用木又は

不良木の伐倒、

伐倒木の搬出集

積、破砕、焼却

及び薬剤処理並

びに作業道 の

開設及び改良に

要する経費並び

に諸掛費

省略

� 省略 � 省略

備考

１ 省略

２ 作業道等の開設については、森林施業計画又は特定間

伐等促進計画に基づき必要な施業を行う場合に限り、施

業の実施時期にかかわらず一括して整備することができ

る。

備考

１ 省略

２ 作業道 の開設については、森林施業計画

に基づき必要な施業を行う場合に限り、施

業の実施時期にかかわらず一括して整備することができ

る。

� 松林保護樹林帯造成 � 松林保護樹林帯造成
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区 分 補 助 基 準 補助

率

区 分 補 助 基 準 補助

率大

区

分

中区分 小区分 経費の内訳 対象となる林分

の齢級

大

区

分

中区分 小区分 経費の内訳 対象となる林分

の齢級

１

育

成

単

層

林

整

備

�～� 省略 １

育

成

単

層

林

整

備

�～� 省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

エ 除

間伐

別表第１ １�

エに同じ。

�齢級以上�齢

級 以 下 。 た だ

し、別に定める

地域の標準的な

施業における林

分の密度をおお

むね５割上回る

森林又は立木の

収量比数がおお

むね１００分の９５

以上の森林につ

いては、この限

りでない。

省略 エ 除

間伐

別表第１ １�

エに同じ。

�齢級以上�齢

級 以 下

省略

� 保

育（天

然更

新型）

ア・イ

省略

� 保

育（天

然更

新型）

ア・イ

省略

ウ 除

間伐

別表第１ １�

ウに同じ。

�齢級以下。た

だし、別に定め

る地域の標準的

な施業における

林分の密度をお

おむね５割上回

る森林又は立木

の収量比数がお

おむね１００分の

９５以上の森林に

ついては、この

限りでない。

省略 ウ 除

間伐

別表第１ １�

ウに同じ。

別表第１ １�

ウに同じ。

省略

	・
 省略 	・
 省略

２

育

成

複

層

林

整

備

�・� 省略 ２

育

成

複

層

林

整

備

�・� 省略

� 保

育（天

然更

新型）

ア・イ

省略

� 保

育（天

然更

新型）

ア・イ

省略

ウ 除

間伐

別表第１ ２


ウに同じ。

１�ウ

に同じ。

省略 ウ 除

間伐

別表第１ ２


ウに同じ。

別表第１ ２


ウに同じ。

省略

�・� 省略 �・� 省略

３

省

略

３

省

略

備考

１ 省略

備考

１ 省略
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２ 作業道等の開設については、森林施業計画又は特定間

伐等促進計画に基づき必要な施業を行う場合に限り、施

業の実施時期にかかわらず一括して整備することができ

る。

２ 作業道 の開設については、森林施業計画

に基づき必要な施業を行う場合に限り、施

業の実施時期にかかわらず一括して整備することができ

る。

２ 特定森林造成事業

� 特定林地改良

２ 特定森林造成事業

� 特定林地改良

区 分 補 助 基 準

（経費の内容）

補助

率

区 分 補 助 基 準

（経費の内容）

補助

率大

区

分

中区分 小区分 大

区

分

中区分 小区分

１ 特定林地改良 林木の生長が不良な土地の土壌条

件を改良することにより、森林の

生産力を回復させることを目的と

して行う地ごしらえ、植付け（土

壌改良木の植付け及び緊急性の高

い 場 合 の 大 苗 の 植 付 け を 含
は

む。）、播種、施肥（石灰及び稲

わらの施用を含む。）及び作業道

等の開設に要する経費並びに諸掛

費（特定農山村地域における農林

業等の活性化のための基盤整備の

促進に関する法律（平成５年法律

第７２号）第２条第１項に規定する

特定農山村地域の林木の育成に適

さない水田跡地の耕作放棄地等に

おいて行う場合にあつては、地ご

しらえ、植付け（土壌改良木の植

付け及び緊急性の高い場合の大苗
は

の植付けを含む。）、播種、施肥

（ 石 灰 及 び 稲 わ ら の 施 用 を 含

む。）、不透水層の破砕、簡易な

排水工、客土、盛土、土留工等の

実施並びに作業道等の開設及び改

良に要する経費並びに諸掛費）

省略 １ 特定林地改良 林木の生長が不良な土地の土壌条

件を改良することにより、森林の

生産力を回復させることを目的と

して行う地ごしらえ、植付け（土

壌改良木の植付け及び緊急性の高

い 場 合 の 大 苗 の 植 付 け を 含
は

む。）、播種、施肥（石灰及び稲

わらの施用を含む。）及び作業路

の開設に要する経費並びに諸掛

費（特定農村地域における農林業

等の活性化のための基盤整備の促

進に関する法律 （平成５年法律

第７２号）第２条第１項に規定する

特定農山村地域の林木の育成に適

さない水田跡地の耕作放棄地等に

おいて行う場合にあつては、地ご

しらえ、植付け（土壌改良木の植

付け及び緊急性の高い場合の大苗
は

の植付けを含む。）、播種、施肥

（ 石 灰 及 び 稲 わ ら の 施 用 を 含

む。）、不透水層の破砕、簡易な

排水工、客土、盛土、土留工等の

実施並びに作業道等の開設及び改

良に要する経費並びに諸掛費）

省略

２・３ 省略 ２・３ 省略

備考

１ 省略

２ 作業道等の開設については、森林施業計画又は特定間

伐等促進計画に基づき必要な施業を行う場合に限り、施

業の実施時期にかかわらず一括して整備することができ

る。

備考

１ 省略

２ 作業道 の開設については、森林施業計画

に基づき必要な施業を行う場合に限り、施

業の実施時期にかかわらず一括して整備することができ

る。

� 耕作放棄地等森林造成 � 耕作放棄地等森林造成

区 分 補 助 基 準 補助

率

区 分 補 助 基 準 補助

率大

区

分

中区分 小区分 経費の内訳 対象となる林分

の齢級

大

区

分

中区分 小区分 経費の内訳 対象となる林分

の齢級

１

育

成

�～� 省略 １

育

成

�～� 省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

エ 除 別表第１ １� �齢級以上�齢 省略 エ 除 別表第１ １� �齢級以上�齢 省略
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単

層

林

整

備

間伐 エに同じ。 級 以 下 （ 森 林

整備協定造林の

広葉樹にあつて

は、�齢級以上

�齢級以下）。

ただし、別に定

める地域の標準

的な施業におけ

る林分の密度を

おおむね５割上

回る森林又は立

木の収量比数が

おおむね１００分

の９５以上の森林

については、こ

の限りでない。

単

層

林

整

備

間伐 エに同じ。 級 以 下 。 た だ

し、森林整備協

定造林の広葉樹

にあつては�齢

級以上�齢級以

下、分収林造林

にあつては�齢

級以上�齢級以

下

オ・カ

省略

オ・カ

省略

� 保

育（天

然更

新型）

ア・イ

省略

� 保

育（天

然更

新型）

ア・イ

省略

ウ 除

間伐

別表第１ １�

ウに同じ。

�齢級以下。た

だし、別に定め

る地域の標準的

な施業における

林分の密度をお

おむね５割上回

る森林又は立木

の収量比数がお

おむね１００分の

９５以上の森林に

ついては、この

限りでない。

省略 ウ 除

間伐

別表第１ １�

ウに同じ。

別表第１ １�

ウに同じ。

省略

� 省略 � 省略

２

育

成

複

層

林

整

備

�～� 省略 ２

育

成

複

層

林

整

備

�～� 省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

エ 除

間伐

下層木の健全な

成長の促進を目

的として行う不

用木の除去、不
とう た

良木の淘汰、不

用木又は不良木

の搬出集積並び

に作業道等の開

設及び改良に要

する経費並びに

諸掛費

下層木が�齢級

以 上 � 齢 級 以

下。ただし、別

に定める地域の

標準的な施業に

おける林分の密

度をおおむね５

割上回る森林又

は立木の収量比

数 が お お む ね

１００分の９５以上

の森林について

は、この限りで

ない。

省略 エ 除

間伐

下層木の健全な

成長の促進を目

的として行う不

用木の除去、不
とう た

良木の淘汰、不

用木又は不良木

の搬出集積並び

に作業道等の開

設及び改良に要

する経費並びに

諸掛費

下層木が�齢級

以 上 � 齢 級 以

下

省略
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� 保

育（天

然更

新型）

ア・イ

省略

� 保

育（天

然更

新型）

ア・イ

省略

ウ 除

間伐

別表第１ ２�

ウに同じ。

１�ウ

に同じ。

省略 ウ 除

間伐

別表第１ ２�

ウに同じ。

別表第１ ２�

ウに同じ。

省略

� 省略 � 省略

３

省

略

３

省

略

備考

１ 省略

２ 作業道等の開設については、森林施業計画又は特定間

伐等促進計画に基づき必要な施業を行う場合に限り、施

業の実施時期にかかわらず一括して整備することができ

る。

備考

１ 省略

２ 作業等 の開設については、森林施業計画

に基づき必要な施業を行う場合に限り、施

業の実施時期にかかわらず一括して整備することができ

る。

� 造林未済地緊急造林 � 造林未済地緊急造林

区 分 補 助 基 準 補助

率

区 分 補 助 基 準 補助

率大

区

分

中区分 小区分 経費の内訳 対象となる林分

の齢級

大

区

分

中区分 小区分 経費の内訳 対象となる林分

の齢級

１

育

成

単

層

林

整

備

�～� 省略 １

育

成

単

層

林

整

備

�～� 省略

� 保

育（天

然更

新型）

ア・イ

省略

� 保

育（天

然更

新型）

ア・イ

省略

ウ 除

間伐

別表第１ １�

ウに同じ。

�齢級以下。た

だし、別に定め

る地域の標準的

な施業における

林分の密度をお

おむね５割上回

る森林又は立木

の収量比数がお

おむね１００分の

９５以上の森林に

ついては、この

限りでない。

省略 ウ 除

間伐

別表第１ １�

ウに同じ。

別表第１ １�

ウに同じ。

省略

２

育

成

複

層

林

整

備

� 省略 ２

育

成

複

層

林

整

備

� 省略

� 保

育（天

然更

新型）

ア・イ

省略

� 保

育（天

然更

新型）

ア・イ

省略

ウ 倒

木起

こし

別表第１ ２�

ウに同じ。

別表第１ ２�

ウに同じ。

同上

ウ 除

間伐

別表第１ ２�

ウに同じ。

１�ウ

に同じ。

省略 エ 除

間伐

別表第１ ２�

エに同じ。

別表第１ ２�

エに同じ。

省略

備考

１ 省略

２ 作業道等の開設については、森林施業計画又は特定間

伐等促進計画に基づき必要な施業を行う場合に限り、施

業の実施時期にかかわらず一括して整備することができ

る。

備考

１ 省略

２ 作業道 の開設については、森林施業計画

に基づき必要な施業を行う場合に限り、施

業の実施時期にかかわらず一括して整備することができ

る。
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３ 被害地等森林整備事業 ３ 被害地等森林整備事業

区 分 補 助 基 準 補助

率

区 分 補 助 基 準 補助

率大

区

分

中区分 小区分 経費の内訳 対象となる林分

の齢級

大

区

分

中区分 小区分 経費の内訳 対象となる林分

の齢級

１

育

成

単

層

林

整

備

�～� 省略 １

育

成

単

層

林

整

備

�～� 省略

� 保

育（植

栽型）

ア・イ

省略

� 保

育（植

栽型）

ア・イ

省略

ウ 倒

木起

こし

林木の健全な成

長の促進を目的

として森林環境

保全整備事業実

施要領（平成１４

年３月２９日付け

１３林整整第８８５

号林野庁長官通

知）に規定する

指定被害地造林

（以下「指定被

害地造林」とい

う。）として行

う気象災等によ

る倒伏木の倒木

起こし並びに作

業道等の開設及

び改良に要する

経費並びに諸掛

費

省略 ウ 倒

木起

こし

林木の健全な成

長の促進を目的

として森林環境

保全整備事業実

施要領（平成１４

年３月２９日付け

１３林整整第８８５

号林野庁長官通

知）に規定する

指定被害地造林

（以下「指定被

害地造林」とい

う。）として行

う気象災等によ

る倒伏木の倒木

起こし並びに作

業道等の開設及

び改良に要する

経費並びに諸掛

費

�齢級以下 省略

エ 除

間伐

別表第１ １�

エに同じ。

�齢級以上�齢

級以下（森林整

備協定造林の

広葉樹にあつ

ては、�齢級以

上 � 齢 級 以

下）。ただし、

別に定める地域

の標準的な施業

における林分の

密度をおおむね

５割上回る森林

又は立木の収量

比数がおおむね

１００分の９５以上

の森林について

は、この限りで

ない。

省略 エ 除

間伐

別表第１ １�

エに同じ。

�齢級以上�齢

級以下（森林整

備協定造林にあ

つては、�齢級

以上�齢級以下

（広葉樹にあつ

ては、�齢級以

上 � 齢 級 以

下））

省略

	 保

育（天

ア・イ

省略

	 保

育（天

ア・イ

省略
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然更

新型）

ウ 除

間伐

別表第１ １�

ウに同じ。

�齢級以下。た

だし、別に定め

る地域の標準的

な施業における

林分の密度をお

おむね５割上回

る森林又は立木

の収量比数がお

おむね１００分の

９５以上の森林に

ついては、この

限りでない。

省略 然更

新型）

ウ 除

間伐

別表第１ １�

ウに同じ。

別表第１ １�

ウに同じ。

省略

� 省略 � 省略

２

育

成

複

層

林

整

備

�～� 省略 ２

育

成

複

層

林

整

備

�～� 省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

エ 除

間伐

下層木の健全な

成長の促進を目

的として行う不

用木の除去、不
とう た

良木の淘汰、不

用木又は不良木

の搬出集積並び

に作業道等の開

設及び改良に要

する経費並びに

諸掛費

下層木が�齢級

以 上 � 齢 級 以

下。ただし、別

に定める地域の

標準的な施業に

おける林分の密

度をおおむね５

割上回る森林又

は立木の収量比

数 が お お む ね

１００分の９５以上

の森林について

は、この限りで

ない。

省略 エ 除

間伐

下層木の健全な

成長の促進を目

的として行う不

用木の除去、不
とう た

良木の淘汰、不

用木又は不良木

の搬出集積並び

に作業道等の開

設及び改良に要

する経費並びに

諸掛費

下層木が�齢級

以 上 � 齢 級 以

下

省略

� 保

育（天

然更

新型）

ア・イ

省略

� 保

育（天

然更

新型）

ア・イ

省略

ウ 除

間伐

下層木の健全な

成長の促進を目

的として行う不

用木の除去、不
とう た

良木の淘汰、不

用木又は不良木

の搬出集積並び

に作業道等の開

設及び改良に要

する経費並びに

諸掛費

１�ウ

に同じ。

省略 ウ 除

間伐

下層木の健全な

成長の促進を目

的として行う不

用木の除去、不
とう た

良木の淘汰、不

用木又は不良木

の搬出集積並び

に作業道等の開

設及び改良に要

する経費並びに

諸掛費

別表第１ ２�

ウに同じ。

省略

� 省略 � 省略

３

機

能

増

進

ぎ

� 抜き伐り等 別表第１ ３�

に 同 じ 。 た だ

し、森林整備協

定造林として行

うものに係るも

のに限る。

省略 ３

機

能

増

進

ぎ

� 抜き伐り等 別表第１ ３�

に 同 じ 。

省略
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保

育

� 機能増進保

育作業道開設

等

別表第１ ３�

に 同 じ 。 た だ

し、森林整備協

定造林として行

うものに係るも

のに限る。

省略 保

育

� 機能増進保

育作業道開設

等

別表第１ ３�

に 同 じ 。

省略

４

省

略

４

省

略

備考

１ 省略

２ 作業道等の開設については、森林施業計画又は特定間

伐等促進計画に基づき必要な施業を行う場合に限り、施

業の実施時期にかかわらず一括して整備することができ

る。

備考

１ 省略

２ 作業道 の開設については、森林施業計画

に基づき必要な施業を行う場合に限り、施

業の実施時期にかかわらず一括して整備することができ

る。

様式第１号（第５条、様式第７号関係）

造林事業補助金交付申請書

様式第１号（第６条、様式第７号関係）

造林事業補助金交付申請書

省略 省略

注１ 省略

２ 次の書類を添付すること。

�～� 省略

� 作業道等の開設にあつては、造林作業道等出来高設計

書（様式第５号）及び完成写真

�～� 省略

� 事業主体が森林所有者である場合であつて、公的森林

整備推進事業、流域育成林整備事業、保全松林緊急保護

整備事業、特定森林造成事業及び被害地等森林整備事業

における除間伐を地域の標準的な施業における林分の密

度をおおむね５割上回る森林又は立木の収量比数がおお

むね１００分の９５以上の森林において林分の齢級にかかわら

ず実施した場合にあつては、当該除間伐後おおむね１０年

間は皆伐を行わないことを約する書類

� 省略

別紙 省略

様式第２号（第５条、様式第１号、様式第７号関係） 省略

様式第３号（第５条、様式第１号、様式第７号関係） 省略

様式第４号（第５条、様式第１号、様式第７号関係） 省略

様式第５号（第５条、様式第１号関係）

造林作業道等出来高設計書

注１ 省略

２ 次の書類を添付すること。

�～� 省略

� 作業路等の開設にあつては、造林作業路等出来高設計

書（様式第５号）及び完成写真

�～� 省略

� 省略

別紙 省略

様式第２号（第６条、様式第１号、様式第７号関係） 省略

様式第３号（第６条、様式第１号、様式第７号関係） 省略

様式第４号（第６条、様式第１号、様式第７号関係） 省略

様式第５号（第６条、様式第１号関係）

造林作業道等出来高設計書

省略 省略

作業道計画概要 省略 作業路計画概要 省略

省略 省略

注１・２ 省略

３ 次の書類を添付すること。

�～	 省略

別紙１・２ 省略

様式第６号（第７条関係） 省略

様式第７号（第８条関係） 省略

注１・２ 省略

次の書類を添付すること。

�～	 省略

別紙１・２ 省略

様式第６号（第８条関係） 省略

様式第７号（第９条関係） 省略

愛 媛 県 報平成２２年２月５日 第２１３８号

８４



��������������

��������������

�愛媛県告示第１３５号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

平成２２年２月５日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川東川水系西
河川 西河川左岸堤防 新居浜市萩生１６８番地先～同市萩生１５６番１地先

道路管理者 新居浜市
新居浜市一宮町一丁目５番１
号

２ 管理の内容

� 道路専用施設［路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色したものをいう。以下同じ。］の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１ｍまでの範囲内にあるもので図面に着色した区域内のものについての維持

� 原則として道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２２年１月２８日から道路の存続する日まで

�愛媛県告示第１３６号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

平成２２年２月５日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川東川水系西
河川 西河川左岸堤防 新居浜市萩生１１９３番１地先～同市萩生２１３３番２９地先

道路管理者 新居浜市
新居浜市一宮町一丁目５番１
号

２ 管理の内容

� 道路専用施設［路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色したものをいう。以下同じ。］の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１ｍまでの範囲内にあるもので図面に着色した区域内のものについての維持

� 原則として道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２２年１月２８日から道路の存続する日まで

�愛媛県告示第１３７号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

平成２２年２月５日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川東川水系北
河川 北河川右岸堤防 新居浜市萩生１２５６番１地先～同市萩生１２６７番１地先

道路管理者 新居浜市
新居浜市一宮町一丁目５番１
号

愛 媛 県 報平成２２年２月５日 第２１３８号
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２ 管理の内容

� 道路専用施設［路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色したものをいう。以下同じ。］の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１ｍまでの範囲内にあるもので図面に着色した区域内のものについての維持

� 原則として道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２２年１月２８日から道路の存続する日まで

�愛媛県告示第１３８号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

平成２２年２月５日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川王子川水系
王子川 王子川左岸堤防 新居浜市王子町２０２８番２地先～同市王子町１９２５番３地先

道路管理者 新居浜市
新居浜市一宮町一丁目５番１
号

２ 管理の内容

� 道路専用施設［路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色したものをいう。以下同じ。］の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１ｍまでの範囲内にあるもので図面に着色した区域内のものについての維持

� 原則として道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２２年１月２８日から道路の存続する日まで

�愛媛県告示第１３９号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

平成２２年２月５日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川渦井川水系
渦井川 渦井川左岸堤防 新居浜市大生院８５１番地先～同市大生院８５４番地先

道路管理者 新居浜市
新居浜市一宮町一丁目５番１
号

２ 管理の内容

� 道路専用施設［路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色したものをいう。以下同じ。］の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１ｍまでの範囲内にあるもので図面に着色した区域内のものについての維持

� 原則として道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２２年１月２８日から道路の存続する日まで

�愛媛県告示第１４０号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

愛 媛 県 報平成２２年２月５日 第２１３８号
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平成２２年２月５日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川渦井川水系
渦井川 渦井川左岸堤防 新居浜市大生院１０３４番１地先～同市大生院１４３６番１地先

道路管理者 新居浜市
新居浜市一宮町一丁目５番１
号

２ 管理の内容

� 道路専用施設［路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色したものをいう。以下同じ。］の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１ｍまでの範囲内にあるもので図面に着色した区域内のものについての維持

� 原則として道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２２年１月２８日から道路の存続する日まで

�愛媛県告示第１４１号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

平成２２年２月５日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川渦井川水系
渦井川 渦井川左岸堤防 新居浜市大生院８５４番地先～同市大生院８６６番３地先

道路管理者 新居浜市
新居浜市一宮町一丁目５番１
号

２ 管理の内容

� 道路専用施設［路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色したものをいう。以下同じ。］の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１ｍまでの範囲内にあるもので図面に着色した区域内のものについての維持

� 原則として道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２２年１月２８日から道路の存続する日まで

�愛媛県告示第１４２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年２月５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大三島環状線
今治市上浦町瀬戸３２８２番２から

今治市上浦町瀬戸３２９２番２まで

旧 ７．０～１０．３ ０．０４５

新 １２．０～１３．２ ０．０４５

愛 媛 県 報平成２２年２月５日 第２１３８号
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愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大三島環状線
今治市上浦町瀬戸３２８２番２から

今治市上浦町瀬戸３２９２番２まで
平成２２年２月５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 中山砥部線
伊予郡砥部町万年１００１番地先から

同町万年７４４番１地先まで

旧 ６．２～２０．０
１８．６～５３．２

０．１０９
０．０６９

新 １４．８～５３．２ ０．０６９

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 三坂松山線
松山市窪野町甲３６１番２から

同町甲３６２番１まで

旧 ６．４～７．２ ０．０２６

新 ８．４～１２．１ ０．０２６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 三坂松山線
松山市窪野町甲３６１番２から

同町甲３６５番４まで
平成２２年２月５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３８０号
喜多郡内子町大平１２８５番３から

同町大平１２９１番３まで

旧 ５．０～１８．２ ０．０３７

新 １５．３～２５．４ ０．０３７

愛 媛 県 報平成２２年２月５日 第２１３８号
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監 査 公 表

�公表第５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２２年２月５日

愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

同 和 氣 政 次

�������
�公表第６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２２年２月５日

愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

同 和 氣 政 次

�愛媛県告示第１４８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３８０号
喜多郡内子町大平１３９４番３から

同町大平１２９４番２まで
平成２２年２月５日

監 査 対 象 機 関
監 査 年 月 日

団 体 名 基 本 金 等

社会福祉法人
愛媛県社会福祉事
業団

設立
昭和４７年４月１日

基本金額
１０，０００，０００円

県出捐額
１０，０００，０００円

平成２１年１１月２５日

財団法人
愛媛県水産振興基
金

設立
昭和４９年１月１４日

基本金の額
４２３，０００，０００円

県出捐額
１２０，０００，０００円

〃

南レク
株式会社

設立
昭和４８年６月１４日

基本金額
４００，０００，０００円

県出資額
１０６，９３３，３３３円

〃

財団法人
愛媛県スポーツ振
興事業団

設立
昭和４９年１２月２５日

基本金額
７５０，２０３，５４４円

県出捐額
５００，０００，０００円

〃

松山空港ビル
株式会社

設立
昭和５３年１１月１日

基本金額
１，１２５，０００，０００円

県出資額
３００，０００，０００円

平成２１年１２月１７日

愛媛エフ・エー・
ゼット
株式会社

設立
平成５年４月３０日

基本金額
３，４２７，０００，０００円

県出資額
９３６，０００，０００円

〃

松山観光港ターミ
ナル
株式会社

設立
平成１０年４月２３日

基本金額
６００，０００，０００円

県出資額
２５６，０００，０００円

〃

財団法人
愛媛県埋蔵文化財
調査センター

設立
昭和５２年６月９日

基本金額
５，０００，０００円

県出捐額
５，０００，０００円

〃

財団法人
愛媛の森林基金

設立
昭和６１年５月１０日

基本金額
１，０５０，９８０，０００円

県出捐額
４００，０００，０００円

平成２１年１２月１８日

（監査の結果）

平成２０年度事業に係る出納その他の事務について、それぞれ監査を実

施したところ、おおむね良好と認められた。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

社会福祉法人 愛媛県社会福祉事業団 平成２１年１１月２５日

南 レ ク 株 式 会 社 〃

財団法人 愛媛県スポーツ振興事業団 〃

愛媛エフ・エー・ゼット株式会社 平成２１年１２月１７日

松山観光港ターミナルビル株式会社 〃

（監査の結果）

平成２０年度において実施された公の施設の指定管理者に係る出納その

他の事務について、それぞれ監査を実施したところ、おおむね良好と認

められた。

愛 媛 県 報平成２２年２月５日 第２１３８号
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�公表第７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２２年２月５日

愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

同 和 氣 政 次

公 の 施 設 の
管 理 委 託 団 体 公 の 施 設 の 名 称 委 託 金 額

社会福祉法人
愛媛県社会福祉事業団 愛媛県視聴覚福祉センター １０３，８１８，０００円

南レク
株式会社

南予レクリエーション都市
公園 ３４２，５０４，０００円

財団法人
愛媛県スポーツ振興事業団 愛媛県総合運動公園 １９０，２５９，０００円

〃 愛媛県武道館 １５２，６８５，０００円

愛媛エフ・エー・ゼット
株式会社 愛媛国際貿易センター １１５，３１０，０２８円

〃 愛媛県植物くん蒸所 ２，１９９，０００円

松山観光港ターミナル
株式会社 松山観光港ターミナル ２８，６９９，０００円

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

学 校 法 人 愛 光 学 園 平成２１年１１月２５日

学 校 法 人 慈 強 学 園 〃

学 校 法 人 四 国 音 楽 学 院 〃

特定非営利活動法人 愛媛県環境保全
協会 〃

社団法人 愛媛県紙パルプ工業会 〃

特定非営利活動法人 ぶうしすてむ 〃

特定非営利活動法人 アトリエ素心居 〃

財 団 法 人 正 光 会 〃

社団法人 愛媛県シルバー人材センタ
ー連合会 〃

四 国 環 境 整 備 興 業 株 式 会 社 〃

宇 和 島 商 工 会 議 所 〃

大 洲 商 工 会 議 所 〃

四 国 中 央 商 工 会 議 所 〃

愛 媛 県 埋 設 農 薬 適 正 処 理 組 合 〃

今 治 市 〃

社 会 福 祉 法 人 聖 風 会 〃

社 会 福 祉 法 人 潤 和 会 〃

社 会 福 祉 法 人 な ご み の 会 〃

東 温 市 〃

社 会 福 祉 法 人 幸 楽 〃

社 会 福 祉 法 人 喜 久 寿 〃

宇 和 島 市 〃

社 会 福 祉 法 人 吾 子 苑 〃

（監査の結果）

平成２０年度において実施された上記団体に対する次の補助金に係る出

納その他の事務について、それぞれ監査を実施したところ、おおむね良

好と認められた。

事 業 主 体 補 助 金 の
名 称 補助対象事業 補 助 対 象

事 業 費 補 助 金 額

学校法人
愛 光 学 園

平成２０年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

愛光高等学校、
愛光中学校の運
営費

１，００７，
６８２，９９６円

３０９，
０５２，０００円

学校法人
慈 強 学 園

平成２０年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

東松山幼稚園の
運営費

５３，
４０４，６８３円

２９，
８４０，０００円

学校法人
四国音楽学院

平成２０年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

愛和幼稚園、緑
ヶ丘幼稚園の運
営費

１１７，
４０３，８４０円

４５，
８５４，０００円

特定非営利活動
法人
愛媛県環境保全
協会

平成２０年度
愛媛県「三
浦保」愛基
金環境保全・
自然保護分
野公募事業
費補助金

地球温暖化防止
活動に関する事
業等

１，
０００，０００円 ７５０，０００円

社団法人
愛媛県紙パルプ
工業会

平成２０年度
愛媛県紙産
業資源循環
促進支援事
業費補助金

製紙スラッジ焼
却灰の研究開発
等

４０，
４５１，９９０円

２０，
０３１，６８０円

特定非営利活動
法人
ぶうしすてむ

平成２０年度
愛媛県「三
浦保」愛基
金社会福祉
分野公募事
業費補助金

障害者等の就労
支援に関する事
業等

１，
６２２，６８８円

１，
２０４，０００円

特定非営利活動
法人
アトリエ素心居

平成２０年度
愛媛県「三
浦保」愛基
金社会福祉
分野公募事
業費補助金

障害者等の就労
支援に関する事
業等

１，
４５７，７５１円

１，
０６７，０００円

財団法人
正 光 会

平成２０年度
精神障害者
社会復帰施
設運営費補
助金

精神障害者生活
訓練施設等の運
営費

１０８，
８５９，４４９円

９６，
５００，０００円

〃 平成２０年度
看護師等養
成所運営費
補助金

看護師等養成所
の運営費

７４，
６７１，０９６円

８，
５４６，０００円

社団法人
愛媛県シルバー
人材センター連
合会

平成２０年度
愛媛県シル
バー人材セ
ンター連合
会運営費補
助金

愛媛県シルバー
人材センター連
合会の運営費

１８，
２０１，９３４円

８，
０００，０００円

四国環境整備興
業
株式会社

平成２０年度
愛媛県チャ
レンジ企業
総合支援事
業費補助金

下水道管更生材
料の新規開発事
業

１９，
４１６，８０９円

１２，
９４４，５３９円

宇和島商工会議
所

平成２０年度
小規模事業
指導費補助
金

経営改善普及事
業等

５６，
３１３，６１６円

４８，
４６４，３４０円

大洲商工会議所 平成２０年度
小規模事業
指導費補助
金

経営改善普及事
業等

３８，
６６６，２５４円

３４，
５６９，５６１円

四国中央商工会
議所

平成２０年度
小規模事業
指導費補助
金

経営改善普及事
業等

７１，
３４６，８９７円

５４，
７７７，３０６円

愛媛県埋設農薬
適正処理組合

平成２０年度
愛媛県埋設
農薬適正処
理事業補助
金

埋設農薬の焼却
処理等

３６，
３３８，４００円

１４，
５８８，０００円

愛 媛 県 報平成２２年２月５日 第２１３８号
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�公表第８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２２年２月５日

愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

同 和 氣 政 次

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２２年２月５日

愛媛県立中央病院長 梶 原 眞 人

１ 入札に付する事項

� 件名

清掃業務の委託

� 委託業務名及び数量

愛媛県立中央病院清掃業務 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書等による。

� 委託期間

平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで

� 委託業務の履行場所

愛媛県立中央病院及び愛媛県立中央病院東洋医学研究所並び

に愛媛県立中央病院研修棟

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の５パ－セントに相当する額を加算した金額をもって落札価格

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額

の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成２０・２１・

２２年度製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有する

と認められた業者で、次の事項に該当する者。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度の清掃業務の実績を有し、委託業務につい

て、適切かつ迅速に履行し得る体制が整備されていることを証

明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県立中央病院事務局総務課会計係

〒７９０―００２４

愛媛県松山市春日町８３番地

電話 （０８９）９４７―１１１１ 内線 ２２２８

� 入札書の受領期限

平成２２年３月２６日（金）午後２時００分

� 入札説明書の交付等

今 治 市 平成２０年度
新ふるさと
づくり総合
支援事業費
補助金

地域づくりマネ
ージメント事業
（新産業創出支
援事業）

７，
５０７，６６７円

３，
７５３，０００円

社会福祉法人
聖 風 会

平成２０年度
愛媛県軽費
老人ホーム
事務費補助
金

ケアハウス南山
荘の運営費

３５，
３２４，１８４円

１５，
６３４，０００円

社会福祉法人
潤 和 会

平成２０年度
愛媛県軽費
老人ホーム
事務費補助
金

ケアハウスひだ
まりの運営費

３５，
６９８，８２５円

１５，
０８０，０００円

社会福祉法人
な ご み の 会

平成２０年度
愛媛県軽費
老人ホーム
事務費補助
金

ケアハウスなご
みの運営費

２２，
３０８，５２２円

１３，
０４５，０００円

東 温 市 平成２０年度
新ふるさと
づくり総合
支援事業費
補助金

地域づくり推進
事業（東温市ボ
ート競技普及振
興事業）

３，
０３３，５８２円

１，
５１５，０００円

社会福祉法人
幸 楽

平成２０年度
愛媛県軽費
老人ホーム
事務費補助
金

ケアハウス幸楽
の運営費

５５，
０８９，２０４円

２０，
９７５，０００円

社会福祉法人
喜 久 寿

平成２０年度
愛媛県軽費
老人ホーム
事務費補助
金

ケアハウス重信
の運営費

３８，
７９１，３０３円

１３，
５５３，０００円

宇 和 島 市 平成２０年度
新ふるさと
づくり総合
支援事業費
補助金

地域づくりマネ
ージメント事業
（「岩松らしさ」
発見発信事業）

４，
７２６，１９０円

２，
３６３，０００円

社会福祉法人
吾 子 苑

平成２０年度
愛媛県軽費
老人ホーム
事務費補助
金

ケアハウスサン
ランドの運営費

２３，
６０７，０７６円

１４，
０４３，０００円

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

愛 媛 県 競 技 力 向 上 対 策 本 部 平成２１年１１月２５日

松 山 空 港 利 用 促 進 協 議 会 平成２１年１２月１８日

え ひ め 愛 フ ー ド 推 進 機 構 〃

（監査の結果）

平成２０年度において実施された上記団体に対する次の負担金に係る出

納その他の事務について、それぞれ監査を実施したところ、おおむね良

好と認められた。

事 業 主 体 負 担 金 の 名 称 負 担 金 額

愛媛県競技力向上対策本部 平成２０年度競技力向上対策
本部運営費負担金 １３０，９０６，４２５円

松山空港利用促進協議会 平成２０年度松山空港利用促
進協議会負担金 １０，０７５，０００円

えひめ愛フード推進機構 平成２０年度えひめ愛フード
推進機構負担金 １３，２７２，０００円
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雑 報

ア 交付期間

平成２２年２月５日（金）から３月１５日（月）までの執務時

間中（月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の午前８時

３０分から午後５時１５分までをいう。）。

イ 交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２２年３月２６日（金）午後２時００分

愛媛県立中央病院 東洋医学研究所１階 会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの

規定による。

� 入札者に要求される事項

ア この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示し

た業務を履行できる書類を、平成２２年３月１５日（月）までの

執務時間中に３�に掲げる場所に提出しなければならない。
なお、愛媛県立中央病院長から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

イ 入札書は、封入して、受領期限までに提出しなければなら

ない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を履行できると愛媛県立中央病院長が

判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条に

おいて例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定に

基づいて作成されたた予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：Cleaning

Services for Ehime Prefectural Central Hospital，１ set

� Time limit of tender：２：００ p．m．，２６March２０１０

� For further information，please contact：Accounting Section，

General Affairs Division，Secretariat，Ehime Prefectural

Central Hospital，８３ Kasugamachi，Matsuyama，Ehime

７９０―００２４ Japan

TEL０８９―９４７―１１１１ Ext２２２８

�公 告

危険物取扱者試験の実施に関する公示

消防法（昭和２３年法律第１８６号）第１３条の５第１項の規定により、愛媛県知事から委任された危険物取扱者試験を次のとおり公示する。

平成２２年２月５日

財団法人 消防試験研究センター

理事長 関 口 和 重

１ 試験日・受験願書の受付期間及び受付場所等

区 分 試験日時 受験願書受付期間 受付場所（問い合わせ先） 提出方法

第１回

平成２２年

６月１３日（日）

開始時間 １０時

書面申請 ４月１２日（月）から
４月２２日（木）まで

電子申請 ４月９日（金）から
４月１９日（月）まで

書面申請
（財）消防試験研究センター 愛媛県支部
〒７９０‐００１１
松山市千舟町４－５－４

松山千舟４５４ビル５階
電話 ０８９‐９３２‐８８０８
受付時間 ８：４５～１７：００

電子申請（問い合わせ先）
（財）消防試験研究センター 企画研究部電子申請室（本部）
電話 ０５７０‐０７‐１０００

書面申請

郵送又は持参

電子申請

インターネッ

ト利用

第２回

平成２２年

１０月２４日（日）

開始時間 １０時

書面申請 ８月２７日（金）から
９月７日（火）まで

電子申請 ８月２４日（火）から
９月４日（土）まで

第３回

平成２３年

２月１３日（日）

開始時間 １０時

書面申請 １２月６日（月）から
１２月１６日（木）まで

電子申請 １２月３日（金）から
１２月１３日（月）まで

２ 試験の種類別試験会場及び所在地

区 分 試験の種類 試 験 会 場 所 在 地 摘 要

第１回

及び

第２回

甲種・乙種（第１類～６類）

・丙種危険物取扱者試験

新居浜工業高等学校 新居浜市北新町８－１
試験会場については、人

数等の関係により、他の場

所に変更することがありま

す。

松山工業高等学校 松山市真砂町１

八幡浜工業高等学校 八幡浜市古町２－３－１
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正 誤

�正 誤

平成２２年１月２２日付け第２１３４号愛媛県選挙管理委員会告示第６号

（愛媛県選挙公営実施規程の一部改正）中

乙種第４類（科目免除なし）

・丙種危険物取扱者試験

東予高等学校 西条市周布６５０

今治工業高等学校 今治市河南町１－１－３６

吉田高等学校 宇和島市吉田町北小路甲１０

第３回
乙種第４類（科目免除なし）

危険物取扱者試験

愛媛大学 松山市文京町３

松山工業高等学校 松山市真砂町１

３ 受験願書用紙・受験案内等の配布場所

� （財）消防試験研究センター愛媛県支部

� 愛媛県県民環境部防災局消防防災安全課

� 愛媛県各地方局消防防災安全室及び各地方局支局総務県民室

� 松山市消防局及び各市・町・地区消防本部

�公 告

消防設備士試験の実施に関する公示

消防法（昭和２３年法律第１８６号）第１７条の９第１項の規定により、愛媛県知事から委任された消防設備士試験を次のとおり公示する。

平成２２年２月５日

財団法人 消防試験研究センター

理事長 関 口 和 重

１ 試験日・受験願書の受付期間及び受付場所等

試験日時 受験願書受付期間 受付場所（問い合わせ先） 提出方法

平成２２年

８月２２日（日）

開始時間 ９時

書面申請 ６月２８日（月）から

７月８日（木）まで

電子申請 ６月２５日（金）から

７月５日（月）まで

書面申請
（財）消防試験研究センター 愛媛県支部
〒７９０‐００１１
松山市千舟町４－５－４

松山千舟４５４ビル５階
電話 ０８９‐９３２‐８８０８
受付時間 ８：４５～１７：００

電子申請（問い合わせ先）
（財）消防試験研究センター 企画研究部電子申請室（本部）
電話 ０５７０‐０７‐１０００

書面申請

郵送又は持参

電子申請

インターネット利

用

２ 試験の種類別試験会場及び所在地

試験の種類 試 験 会 場 所 在 地

甲種特類・甲種１類～５類

・乙種１類～７類消防設備士試験
愛媛大学 松山市文京町３

３ 受験願書用紙・受験案内等の配布場所

� （財）消防試験研究センター愛媛県支部

� 愛媛県県民環境部防災局消防防災安全課

� 愛媛県各地方局消防防災安全室及び各地方局支局総務県民室

� 松山市消防局及び各市・町・地区消防本部

ページ 箇 所 誤 正

４０
下から

２行目
（忘れずに投票しましょう） 忘れずに投票しましょう

平成２２年２月５日 発行

愛 媛 県 報平成２２年２月５日 第２１３８号

９３


